
平
成


年


月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 Time‑limit for tender ; 17 : 00, 13, Janu‑

ary, 2017.

 Contact point for the notice : Kei Hasebe,

2nd Contract Section, Contract and Ac‑

counts Office, Policy And Legal Affairs Di‑

vision Administration Department, Japan

Coast Guard, 213 Kasumigaseki Chiyo‑
da‑ku Tokyo 1008976 Japan. TEL 03
35916361 ext. 2830

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年 11 月 24 日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給統制本部調達会計部長

後藤 範雄
◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ７
 購入等件名及び数量
 登山用ロープ，ナイロン 36ｍ 19本他
２品目
 登山用ロープ，ナイロン 36ｍ 33本他
１品目

 調達件名の特質等 仕様書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって契約金額とするの
で、入札者は消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
金額の108分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 平成28・29・30年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、関東・甲信越
地域の競争参加資格を有する者のうち「物品

の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又
はＤ等級に格付けされている者であること。
 大臣官房衛生監、運用企画局長、防衛装備
庁長官のいずれか該当する者又は陸上幕僚長
から指名停止等の措置を受けている期間中の
者でないこと。
 前号により、現に指名停止を受けている者
と資本関係又は人的関係のある者であって、
当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは
役務請負について防衛省と契約を行おうとす
る者でないこと。
 防衛省として原価計算システムの適正性を
確認できない状態にある者でないこと。
（但し、市場価格等による場合は除く。）

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1148564 東京都北区十条台１５70
陸上自衛隊補給統制本部調達会計部契約第
１課需品衛生班長 電話0339085121 内
線2569
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札書の受領期限 平成29年１月17日17時
00分まで。
ただし、入札書を持参する場合は開札の日
時までとする。
 開札の日時及び場所
 平成29年１月18日10時00分
 平成29年１月18日10時20分
陸上自衛隊補給統制本部入札室
 郵便入札があった場合の再度入札執行の日
時及び場所
 平成29年１月24日11時00分
 平成29年１月24日11時10分
陸上自衛隊補給統制本部兵站運用室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札及び入札に関する条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Norio Goto, the Contract

Officer, Director of Procurement and Fi‑

nancial Department, Ground Materiel Cont‑

rol Command, Japan Ground Self Defense

Force.

 Classification of the products to be Pro‑

cured : 7

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 Climbing Rope 36m 19PC other 2 items

 Climbing Rope 36m 33PC other 1 items

 Delivery period : as in the tender do‑

cumentation

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade  A, B, C or D on Manu‑
facture of Product or Sale of Product

in the Kanto and Koushin‑etsu area in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Cabinet Office. (Single

qualifications for every ministry and

agency) in the fiscal years 2016, 2017 and

2018

 The Person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

Ministry of Defense.

 The person who can be confirmed fair

cost Accounting satisfied by the Ministry

of Defense, except in case of market

price.

 Time limit of tender : 17 : 00 17 January

2017

 Contact point for the notice : Head Con‑

tract 1st Section, Ground Material Control

Command, Japan Ground Self Defense

Force, 1570 Jujodai, Kita‑ku Tokyo
1148564 Japan. TEL 0339085121 Ext.
2569

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年 11 月 24 日
支出負担行為担当官
仙台高等裁判所事務局長 竹内 努

◎調達機関番号 003 ◎所在地番号 04
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び予定数量 仙台高等・地
方・簡易裁判所合同庁舎及び仙台家庭・簡易
裁判所合同庁舎で使用する電気 契約電力
646kW 年間使用予定電力量1350000kWh
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 供給期間 平成29年４月１日から平成30年
３月31日まで
 需要場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（kW単価、同一
月においては単一のものとする。）及び使用電
力量に対する単価（kWh単価、同一月にお
いては単一のものとする。）を根拠（小数点以
下を含むことができる。）とし、当庁が提示す
る契約電力及び予定使用電力量の対価を入札
金額とすること。なお、落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の８
パーセントに相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約金額
の108分の100に相当する金額を入札書に記載
すること。
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